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現場代理人の常駐義務緩和措置について 
 

新潟市では，現場代理人は工事現場における常駐を原則としていますが，平成２４年

１０月１日から，新潟市発注工事（水道局，市民病院発注工事を除く。以下同じ。）に

ついて以下の要件を満たす場合，現場代理人の常駐義務を緩和することとしましたので，

お知らせいたします。 
 

１ 工事期間中の「現場代理人の常駐を免除することができる期間」の設定 
 
（１）常駐を免除することができる期間 

次の①～④に掲げる期間においては，現場代理人の工事現場への常駐を免除する

ことができるものとする。 
① 契約締結後，現場事務所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるま

での期間 
② 工事の全部の施工を一時中止している期間 
③ 橋梁，ポンプ，ゲート等の工場製作を含む工事であって，工場製作のみが行わ

れている期間 
④ 現場が完了（必要書類は全て提出済）した後，竣工検査までの間などの工事現

場において作業が行われていない期間で，常駐を免除することができると工事

発注所属長が認めた期間 
 
（２）常駐を免除することができる期間の明示等 

工事の発注時（公告時）に，特記仕様書（別紙１①）において，（１）の期間を

明示するとともに，請負契約締結後，受注者との協議により，常駐を免除する具体

的期間を工事打合簿において定めるものとする。 
   なお，上記の期間については，受注者からの要請があった場合に，随時，定める

ものとする（要請がない場合は定めないものとし，その場合，常駐義務は免除され

ない）。 
 
（３）常駐を免除する場合の留意点 

●全般について 
常駐を免除した場合であっても，他の工事の現場代理人や専任義務のある主任

技術者等を兼任することはできない。 



●「作業着手前の期間」について 
契約後に工事打合簿で常駐を免除する期間を定めた時から常駐義務を免除で

きるものであること（契約日時点では，作業着手前のため，工事現場への滞在は

要しないが，当該工事への専任は必要である）。 
●「工場製作期間」について 

工場製作のみが行われている期間については，現場代理人は，必ずしも工場に

常駐する必要はないが，工場製作過程における品質管理，安全管理等に責任の持

てる体制でなければならないこと。 
 

（４）常駐を免除する場合の連絡体制，安全管理等 
工事現場で作業が行われていない期間であっても，発注者との連絡体制や現場の

維持管理は必要なことから，次の事項について，工事打合簿において確認するもの

とする。 
●発注者との連絡体制の整備 

電話等により常時確実に現場代理人（現場代理人に連絡がとれない場合は代理の

者）と連絡がとれる体制の整備 
●現場の安全管理の徹底 
①第三者の進入防止など適切な現場管理の徹底 
②緊急時（自然災害や事故等）に速やかに対応できる体制の整備 

 

２ 複数の工事における現場代理人の兼任 
 
（１）兼任を認める条件 

新潟市発注工事で次の①又は②のいずれかの条件に該当する場合，現場代理人の

兼任を認める。（注 1） 
① 新潟市発注工事の当初契約金額の合計が 2,500 万円未満（建設工事）の工事 3

件まで兼任できる。（※建築一式工事のみ 5,000 万円未満）（注２） 
② 新潟市発注工事で，兼任する工事現場が同一又は隣接・近接しており，かつ工事

内容に関連性がある場合で，兼任してもその影響が比較的少ないと発注所属長が

認めた工事（金額の上限なし。発注時に特記仕様書に示した工事に限る。）3 件

まで。 
※1 人の現場代理人に対して同時期に認められるのは，①又は②のいずれか一方

の場合のみ。 
注 1：先行している工事が当初兼任可能として発注していても，現場施工中の状況に

より，兼務を認めない場合もあります。 
注２：①の合計金額は当初契約額の合計金額で判断することとし，受注後，請負金額

に変更が生じ合計金額が規定額を超えても継続して兼任を認めます。 



（２）兼任を認めない工事 
●①の場合 

原則として兼任を認める。 
ただし，発注所属において，難易度や施工内容によって現場代理人の兼任を認

めがたい工事である場合は，認めないことがある。 
●②の場合 

当該工事が「大規模・高難度」，「特殊」，「騒音・振動・交通管理の面で周囲へ

の影響（問題発生）が懸念される」工事の場合は，兼任を認めない。 
 

（３）兼任対象工事の明示 

●①の場合 

難易度や施工内容によって現場代理人の兼任を認めがたい工事である場合は，

工事の発注時（公告時）に特記仕様書に「兼任を認めない」旨を明記する。 

この記載がない場合は，兼務可能であるが，請負金額（1 件の金額）2,500

万円以上（建築は 5,000 万円以上）の工事は，特記仕様書にこの記載がなくと

も従来どおり兼任できない。 

なお，特記仕様書の記載例は別紙１②のとおり。 

●②の場合 

工事の発注時（公告時）に，特記仕様書に兼任の対象となる工事を明記する。 

なお，特記仕様書の記載例は別紙１③のとおり。 

 
（４）兼任の手続き 

●兼任届の提出 
①現場代理人を兼任しようとする場合は，兼任する工事の監督員それぞれに，「現

場代理人兼任届」を提出する。 
②兼任届提出後に，現場代理人を変更した場合で，変更後の現場代理人が，他の

工事を兼任している場合，「現場代理人・技術者変更届」提出時に合わせて兼

任届を提出する。 
③兼任届提出後に，工期に変更が生じた場合は，当該工事と兼任中の他の工事の

監督員に次の「兼任届に添付する資料」④に掲げる資料の提出が必要）。 
●兼任届に添付する資料 
①受注済み工事の当初契約書の写し 
②受注済み工事の工程表，位置図 
③受注済み工事が中止されている場合は，工事中止通知書の写し 
④受注済み工事の工期に変更を生じた場合は，当該工事と兼任中の他の工事の 

監督員に次の資料を提出させること。 
・工程表を変更した場合は，変更後の工程表 



・受注済み工事の施工が中止（解除）された場合は，中止通知書（解除通知書） 
  ●兼任している工事が完了した場合は，当該完了工事の履行届の写しを兼任先監督

員に提出すること。 
 
（５）連絡体制，安全管理等 

●発注者との連絡体制の整備 
発注者との連絡体制を確実にするため，次の措置を講じること。 
①電話等により常時確実に現場代理人（又は②の代行者）と連絡がとれる体制の

整備を行うこと。 
②職務を代行する適切な職員の配置 

現場代理人の指示のもとに，現場での連絡や作業指示等を行う者（元請の従業

員であるか否かは問わない。）を配置すること。 
●現場の安全管理等の徹底 

現場代理人が兼任し，他の工事現場に滞在している間，担当している工事現場に

おいて不在となることから，職務代行者への適切な指示を行うと共に不在現場の

施工管理・安全管理に引き続き万全を期すこと。 
 
３ 緩和措置の同時適用の不可 
 現場代理人の常駐緩和措置の１工事期間中の「現場代理人の常駐を免除することがで

きる期間」と２複数の工事における現場代理人の兼任は，1 人の現場代理人に対して同

時に適用しません。 
 
４ 適用開始 
（１）平成２４年１０月１日以降の公告又は指名通知を行う案件から適用 
（２）現に受注済みの案件についても対象といたしますが，その場合は受注済み工事 

の監督員と協議のうえ常駐義務緩和を認めた場合に適用する。 

 

５ 注意事項 

（１）本取扱い適用工事においても，現場代理人と主任技術者等は兼ねることは可能 

ですが，主任技術者等は建設業法の規定により請負金額が 2,500 万円（建築一

式工事は 5,000 万円）以上となった場合「専任義務」がありますので，ご注意

願います。 

（２）正当な理由なく常駐免除を受けずに現場代理人が不在の場合や，取扱いを超え 

た兼務が発覚した場合は，工事成績評定への反映や，場合によっては指名停止

等の措置を行うこともありますのでご注意願います。 

（３）予定価格 250 万円以下の担当課執行の発注工事については，現場代理人の兼任件

数に制限は設けません。 


